（様式第1－３号）　　　　　　　　　　　　　　　　　参考例
	１．転用計画

	（１）転用理由の詳細
※　別紙事業計画書の１．転用行為の必要性、２．土地の選定理由の内容を抜粋して具体的に記入。
　　（事業計画者の現在の状況、計画に至った動機、計画面積の必要性、申請地の選定理由など）
	（２）事業の操業期間又は施設の利用期間

令和　　　年　　　月　　　日から

　　　　　　　　　年間

（許可の日から　永　　年間）

　　　　　　　

	（３）転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要　　

	工事計画
	第１期（　　　○年　○月　○日～　　　○年　○月　○日まで）
	合　　　　　計

	
	名　　称
	棟数
	建築面積（㎡）
	所要面積（㎡）
	棟数
	建築面積（㎡）
	所要面積（㎡）

	土地造成
	
	
	
	３００
	
	
	３００

	建築物
	一般住宅
	１
	１００
	
	１
	１００
	

	小　計
	
	１
	１００
	３００
	１
	１００
	３００

	工作物
	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	１
	１００
	３００
	１
	１００
	３００

	２．資金調達についての計画
収入　　　　　　　　　　支出
融資　　　30,000,000円　土地購入費　10,000,000円
自己資金　　5,000,000円　建築費　　　22,000,000円
　　　　　　　　　　　　　造成費　　　　2,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　諸経費　　 　1,000,000円

合計　　　35,000,000円　合計　　　　35,000,000円
	３．転用することによって生ずる付近の土地、作物、家畜等の被害の防除施設の概要
　東側・・・宅地

　西側・・・畑（譲渡人所有）

　南側・・・畑（同意書添付）

　北側・・・道路

　隣接農地との境界には、植栽、フェンスを設け被害防除する。

	４．その他参考となるべき事項
農振除外地確認済

開発許可同時申請
土地改良区同意済

※　別紙事業計画書の６．他法令の状況と同様に記入。
	農業委員会受付年月日
	農業振興事務所受付年月日
	農政課受付年月日

	
	
	
	

	
	農業会議諮問年月日
	
	


建築工事の完了日を記入。開発行為の完了ではない。





所有権移転の場合、永年間と記入。貸借関係の場合、年数を記入。





建築面積を記入。（床面積ではない。）








見積書、残高証明書、融資証明書等と合わせて、別紙事業計画書４．資金計画と同様に記入。





農振除外の手続きを行っている場合、公告の日付を記入。


農振除外公告済　　○○.○○.○○





別紙土地利用計画図と別紙事業計画書の５．周辺農地への被害防除対策の記載と合わせて記入。








